




































































































































































































































































































判があり、将来見直されることを予測する見解もある。See Connolly, Robert, The 
End is Near For the Per Se Rule in Criminal Sherman Act Cases （March 20, 2019）, 





















































































































（24）　See, e. g., Verizon Communications Inc. v. Law Offices of Curtis V. Trinko, LLP, 540 


























（27）　米国のロースクール学生向けの反トラスト法の副読本（Daniel A. Crane, 
ANTITRUST, Wolters Kluwer （2014）， at 13）には、次のような一節がある。「反トラ
スト法は修得が難しい科目である。初学者は事実から論点を抽出すること自体に困
難を感じるが、その多くは『トリアージ』が的確にできないことによる。救命救急
における重症度判定にも似て、反トラスト事例分析における最初の難問はどのよう
な分析が必要になるかを大まかに分類することにある。」。前掲注16 ・栗田「独占禁
止法違反行為類型と法科大学院教育」は、独占禁止法事例のトリアージのための手
引きとすることをも意図して執筆したものである。
独占禁止法のエンフォースメントの諸相（栗田） 223
には、そのエンフォースメントの仕組みや運用において欧米競争法には
ない難しさがあるように感じられる。競争当局や裁判所の法的判断を行為
類型ごとに学ぶだけでは運用の実際を理解することはできない。独占禁止
法の多面的なエンフォースメントの全体像を的確に把握して体系的に整序
し、公正取引委員会その他の関係行政機関、裁判所その他の司法関係者、
企業実務家、消費者、独占禁止法受講者等から構成される独占禁止法コ
ミュニティに提供していくことが研究者の課題である。また、そうした独
占禁止法のエンフォースメントの全体像は、第三者による検証や批判に耐
え得るものであることが求められるし、同時にエンフォースメントの仕組
みや運用の在り方自体を見直していくことも期待されている。
（本学法学部教授）
224 白鷗法学　第26巻１号（通巻第53号）（2019）
